
 

  よって、議案第35号、議案第36号、議案

第37号、議案第38号、議案第39号、議案第

40号、議案第41号、議案第42号の以上８件

は、予算特別委員長報告のとおり決定いた

しました。 

り出されました質疑、意見について十分意

を用いられ、事務の執行に当たられるよう

申し上げ、予算特別委員会の審査の報告を

終わります。 

○大沼 久議長 委員長の報告が終わりまし

た。   次に、日程第10、議案第43号 平成17年

度長井市水道事業会計補正予算第２号の１

件について、討論の通告がありませんので、

討論を終結し、採決いたします。 

  ただいまの報告に対し、ご質疑ございま

せんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  議案第43号の１件について、予算特別委

員長の報告は、原案可決であります。 

○大沼 久議長 質疑もないので、質疑を終

結いたします。 

  予算特別委員長報告のとおり決するに、

賛成の議員の起立を求めます。 

  これより採決を行います。 

  まず、日程第１、議案第34号 平成17年

度長井市一般会計補正予算第８号の１件に

ついて、討論の通告がありませんので、討

論を終結し、採決いたします。 

   （起立全員） 

○大沼 久議長 起立全員であります。 

  よって、議案第43号は、予算特別委員長

報告のとおり決定いたしました。   議案第34号の１件について、予算特別委

員長の報告は、原案可決であります。  

   予算特別委員長報告のとおり決するに、

賛成の議員の起立を求めます。   日程第１１ 市政一般に関する質問 ＋
   （起立全員）  

○大沼 久議長 起立全員であります。  

  よって、議案第34号は、予算特別委員長

報告のとおり決定いたしました。 

○大沼 久議長 次に、日程第11、市政一般

に関する質問を行います。 

  次に、日程第２、議案第35号 平成17年

度長井市国民健康保険特別会計補正予算第

３号から、日程第９、議案第42号 平成17

年度長井市浄化槽事業特別会計補正予算第

２号までの以上８件について、討論の通告

がありませんので、討論を終結し、一括し

て採決いたします。 

  ここで申し上げますが、３月定例会は、

市議会の申し合わせにより、会派代表、政

党代表、個人の順に質問を行うこととされ

ております。 

  なお、会派代表質問に限り、関連質問を

認めます。 

  質問の時間は、答弁を含めて60分以内と

なっておりますので、ご協力をお願いいた

します。 

  議案第35号から議案第42号までの８件に

ついて、予算特別委員長の報告は、いずれ

も原案可決であります。   初めに、会派代表質問を行います。 

  予算特別委員長報告のとおり決するに、

賛成の議員の起立を求めます。 

 

 

  小関勝助議員の質問    （起立全員） 

○大沼 久議長 起立全員であります。  
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○大沼 久議長 それでは、順次ご指名いた

します。 

＋ ＋

  順位１番、議席番号13番、小関勝助議員。 

   （13番小関勝助議員登壇）（拍手） 

○１３番 小関勝助議員 おはようございま

す。 

  私は、盟政会を代表して市政一般に関す

る質問を行います。目黒市長、財政課長、

企画調整課長には、答弁よろしくお願いい

たします。 

  通告に従って順次質問いたします。 

  通告の第１点は、目黒市長の平成18年度

施政方針についてお伺いします。目黒市長

は、平成10年12月15日、改革市長として、

元気の出る長井市をつくるとして就任され

ております。以来、厳しい財政にあった長

井市の台所事情を徹底した行財政改革推進

に取り組まれ、まさに聖域なき改革を断行

されております。市長が表現されておりま

すが、普通の自治体になったと謙遜されて

いますが、私は、県内ではその財政力は上

位に位置づけられるものと思っております。

確かに標準財政規模が縮小しているため、

経常収支比率や財政力指数に改善が依然と

して見られず、財政が硬直化していますが、

その内容においては確実に健全財政に向か

っていると高い評価をしたいと思います。 

  特に平成13年度より18年３月までは、

「改革・前進・全員参加」の基本方針のも

と、長井市行財政改革大綱、推進計画に取

り組んでおられます。その成果として本市

にも一筋の光が差す、明るい展望が開きつ

つあると、市民の皆さんは実感しておりま

すし、平成18年度新年度予算への大きな期

待をしておられます。 

  しかし、目黒市長は、施政方針でも述べ

られておりますが、国の三位一体の改革の

影響は、予想を上回る厳しい状況にあると

述べておられます。今後もなお一層厳しさ

を増すものと私も考えます。 

  そういう中で、質問の第１点は、目黒市

政２期目の最終年に当たっての総括と、新

年度に向けての市長の市政運営に臨む政治

姿勢についてご所見をお伺いします。さら

には、長井市は当分、自立を目指したまち

づくりに取り組む上で、長井市自立計画を

策定しております。私は、この自立計画を

実施するに当たり、長井市の将来像を「協

働・創造・未来の鼓動 実感“ながい”」

と設定しておられますが、その成功の可否

は市民の協力が不可欠であり、行政、議会

が一体となって推進することが、今最も大

切なことだと考えております。 

  また、自立計画の策定に当たっては、そ

の目的にスリムで機動力のある持続可能な

行政体の構築、そして新しい公共空間づく

りを目指すとあります。計画期間について

は、平成18年度、来年度より22年度までの

５カ年としているようであります。 

  この計画の対象範囲と機能については、

「第四次長井市基本計画」と「長井市財政

の中期展望」を踏まえ、「実効性を上げる

ため横串的な計画とします。自立計画にお

いて両計画が相互補完し、緊密に関連する

関係を形成する」とありますが、私は、こ

の長井市の自立計画についても高い評価を

するとともに、期待したいと思います。 

  また、先ほど示されたわけですが、その

実施計画書において、実施計画の期間を平

成18年度より20年度までの３年間として、

事務事業を明記し、毎年見直し作業を行う

としております。 

  また、各課ごとに事業計画により、その

事業内容、その成果指標を示されておりま

す。一部には次年度の計画がない課も見受
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けられますが、全体的には今までになかっ

た具体的な事業への取り組む姿勢、意欲が

感じ取れます。ぜひこの計画を新年度から

実施に移すわけですが、絵に書いたもちに

ならないように、実効性のあるものなるよ

う強く望むものであります。特に今まで、

過去５年間は財政再建を最優先にしており、

市民サービスが低下の傾向にあります。新

年度に向けて市民は大きな期待をしており

ます。 

＋

  また、この自立計画の策定の背景につい

ては、平成16年８月に置賜病院構成する二

市二町の合併協議会の成立が破談になり、

平成16年９月議会以降、自立計画の必要性

が議会でも議論され、そして提言されても

おります。市長は、この提言に自立計画の

策定に早急に取り組むと答弁されておりま

す。この自立計画の策定に当たって、特に

目黒市長が重点を置かれたことは何なのか、

これについての市長のご所見をお伺いしま

す。 

  質問の第２点は、長井市財政の中期展望

について、松本財政課長にお伺いします。 

  昨年の11月に示された平成18年度から22

年度までの一般会計の財政収支の試算見通

しが示されたわけですが、「本市では、行

財政改革を国、県より先行する形で実施し

たにもかかわらず、今後、多額の財政不足

が生じる」との財政見通しが示されており

ます。これはご案内のとおりです。特に今

後、地方交付税、国・県支出金について歳

入見通しについては、国も県も合併した自

治体としない自治体では、合併した自治体

に傾斜配分し支援していくとしております。

県の新年度予算もそのような傾向がありま

す。 

  長井市の財政運営を取り仕切る財政課長

としてこの見通しについて、どのように積

算されて算定されたのか。また、今後この

財政不足をどのようにして乗り越えるのか、

「入るを量りて出ずるを制する」これは財

政運営の基本と考えますが、率直な財政課

長へのご所見をお伺いします。 

  合併について市長にお伺いします。今年

２月、山形新聞が県内32市町村長に、山形

県の合併事業に対するアンケートに対して、

市長は率先して賛成と回答しております。

また、２月26日に行われました、「輝く地

域住民とともに」の置賜三市五町の首長の

合併の考え方に対しても、目黒市長は、

「合併は最大の行財政改革と言える」と述

べておられます。私も同感であります。 

  また、飯豊の齋藤町長も合併には賛成の

立場にあります。ただ白鷹の橋本町長は、

当面は自立を目指すものとの考えを示して

おられますが、白鷹の議会の皆さんは、合

併推進に熱心のようです。県においても、

新しく就任された齋藤知事も、合併は積極

的に進める姿勢を示しております。 

  私は、理想は置賜は一つと考えますが、

今の段階で各首長の考えはそういう環境に

はない現状です。ご案内のとおりです。 

  市長は、平成16年９月議会で渋谷佐輔議

員の答弁で、「これから時代、置賜は一つ

に絞っていかなければならないが、その間

に１段階、２段階ある場合もある。もう３

万人規模の小規模では、やはり５万人ぐら

いが最低規模であって、適正な財政運営が

できなければ生き残っていけない」と答弁

されております。市長、もう一度、西置賜

は長井市が中心というのはだれもが認めて

おるところであります。ぜひ、リーダーシ

ップをとられて、第１段階として西置賜の

合併を進めるべきと私は考えますが、市長

の意のある答弁をお伺いいたします。 

  次に大きな２点目として、長井ダムの経
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済的な影響についてお伺いします。 

  長井ダムの経済的な影響、効果について

は、市民の皆さんも関心が高いわけですが、

一体どのぐらい長井市に恩恵があるのか。

長井ダムは総工事費1,600億円の巨額の予算

が投入されるわけで、平成22年の完成に向

けて、順調に計画どおり工事が進捗してい

るようです。今年２月23日の山形新聞に

「長井ダム建設 市経済の効果は」として

報道されております。目黒市長初め谷田長

井ダム工事事務所長や５名で懇談会を持た

れており、資金の流れの分析をされており

ます。 

＋ ＋

  長井市は、財政健全化の途上にあったわ

けで、また公共事業ができない中で、長井

ダムの工事は、市内企業にとっては救いの

神でもあったと聞いております。 

  また、徹底した行財政改革ができたのも、

ダムのおかげがあったのかなと考えており

ます。ダム建設事業も平成12年からは100億

円を超える予算となり、長井市の一般会計

予算に匹敵する額となっております。懇談

会の意見交換では、「ダム事業の影響の大

きさがわかり、完成後に急激に市経済が冷

え込まないか心配だ」、また、「ダム建設

現場が里に近い場所だけに、個人消費に結

びついているのではないか」などの指摘が

されたようです。目黒市長もメンバーの一

人に入っているわけで、今後、このような

課題についてどのように対応を考えている

のか、また、今後懇談会の計画などがあり

ましたら、またその感想などもお伺いでき

れば幸せです。よろしくお願い申し上げま

す。 

  また、企画調整課長には、この懇談会開

催の具体的目的と調査方法について、資金

の流れについて、どのように調査されたの

か、具体的にお伺いします。また、市内企

業への発注状況についても、あわせてお伺

いします。 

  以上で、壇上からの質問を終わります。

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 小関議員のご質問にお答え

を申し上げます。 

  まず、具体的なお伺いの前に、ちょっと

申し上げたいことは、確かにご指摘のよう

に、標準財政規模が縮小しておりますから、

分母が縮小しておるわけで、指数等はかな

り厳しいわけですが、改善はしていると思

っておりまして、例えば標準財政規模で言

いますと、一番落ち込みましたのは、やは

り15年度、16年度。特に15年度です、70億

6,000万円。今、新年度予算では、73億

9,000万円、74億円になっておりますから、

これは３億3,000万円ほど伸びていると。そ

れから、経常収支比率も、一番厳しいのが

99.8％というときがありました。 

  ところが、今、新年度の予算では、これ

は推計ですが94.7％、マイナスで5.1％改善

をしている。それから、財政力指数も一番

厳しいときで0.422だったんですが0.45に、

３％ぐらい財政力も上がっていると。それ

から、公債費比率、借金に頼っているやつ

ですね。これは16年度は20.6％だったわけ

ですが、今は17.2％であります、今度の予

算で。3.4％改善しております。それから、

起債制限比率も、16年度に16.8％まで上が

りましたけれども、15.1％、1.7％下がって

いると。したがいまして、総額の一般会計、

特別会計、あるいは土地開発公社、それか

ら債務負担行為、全部足しまして386億円、

私が就任当時ありましたが、去年で335億円、

ことしは320億円ぐらいになるのではないか

と。大体、歳出は皆さんのご協力があって、

順調にこれは計画どおりに進んできたとい
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うふうに思っておりまして、指数等につい

ても、改善の方向は見られるというふうに、

まずお答えを申し上げたいと思います。 

  そこで、その総括と政治姿勢についてで

すが、これは全く市民の皆さん、それから

議会の皆さんのご協力、それから助役、収

入役、教育長初め、各課長、職員の皆さん

のご協力。まさに市民挙げてこの改革に協

力をしていただいたと。これが最大の総括

であります。そして、今後も私は「改革・

前進・全員参加」と申し上げておりますが、

情報を明らかにしながら、すべてを明らか

にしながら、隠れみのないように明らかに

しながら、やはり改革前進するには、全員

が参加をしていかなければいけない。これ

が私は今後の総括と姿勢の根本だというふ

うに申し上げたいと思いますし、ご協力い

ただきました各般の皆さんに、心からまず

御礼を申し上げたいと思います。 

＋  そこで、自立計画の少し根本についてで

ありますが、ご案内のように、二市二町、

南陽・長井・川西・飯豊の合併協議会がな

かなかまとまらなかった。16年の９月以降、

議会の皆さんにご議論をいただきました。

そして、さらに17年度から合併新法が変わ

り、山形県から示されたこの合併に対する

中間報告等を踏まえながらの自立計画であ

ります。 

  しかし、私は、この合併と自立計画が矛

盾するものとは思っておりません。これは

やはり将来を考えれば、特に2030年、国立

人口問題研究所では、１億2,700万人が１億

人を切るかもしれないと。長井市でも３万

1,000人が２万3,000人になるかもしれない

と。今のままでいけば。しっかりと少子化

対策等をすれば、また別でありましょうが、

そういう方向が今あるとすれば、やはりそ

れにも備えなければいけないと思うんです。

それにも備えていくということは、一つは、

やはりスリムで、なるべくとにかく自立を

していくと。持続可能な行政体をしていく

という努力をしながら、もう一方で５万人

規模を目指すということをやっていかなけ

れば、行政改革は、それはやはり進まない

と思いますので、両方をしっかりと視野に

とらえて、できることを一つずつやってい

くということが必要だと思っているところ

であります。 

  こうした考えに立ちまして、また財政の

中期展望を踏まえて、事業評価を基礎にし

て実施計画を一つずつ実現できるようなシ

ステムをつくりたい。引き続き国が求めて

いる集中改革プラン、これはもう長井市が

相当先行しているわけですが、このことも

国と一緒に進めていかなければいけないと。

基本は民間でできること、民間にしていた

だいた方がいいことは、やはり民間でして

いただくと。従来の商工会議所や農協や地

区長さんや社会福祉協議会、いろんな団体

もあると思います。しかし、新たに出てき

た、長井の場合は八つのＮＰＯがあります

から、そういった皆さんに行政サービスの

民間でできることを担っていただくことが、

人件費がぐっと楽になりますから。何しろ、

極端な話、600万円の給与を払っている場合

には、実は総額いろんな社会保険から、年

金の追加費用とか、いろんなものを加える

と1,000万円ぐらいになるわけですから、こ

れはやはり民間の皆さんにかわっていただ

いた方が。そして本当に行政がやらなけれ

ばならない、私は一番はシンクタンク機能

だと思いますね。全体的なバランスをとり

ながら、方向性を明示して、そして将来こ

ういうふうによくなるんだということを提

言する。そのために一つ一つ計画を立てて

いくということが行政だと思いますが、そ
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ういった役割をお互いに分担していく。そ

うすることによって、私はこれが実現でき

るのではないかというふうに思っていると

ころであります。もちろん職員の皆さんの

さらなる意識改革、あるいは職員の皆さん

の優秀な人材をさらに育成していく、能力

の開発を図る等も、この計画の中に組み入

れているということもつけ加えさせていた

だきたいと思います。 

＋ ＋

  ３番目が、その合併について。私も、や

はり置賜は一つと。島田議員も、かつて

佐々木榮七議員が出されていましたよね。

あれを私はやはり理想だと思いますね。そ

うすると、できることがいっぱいあるんで

すよ、これは。20万人以上になって中核都

市になってくると。そうすると、やはり三

市五町で23万8,000人ですから、今、人口。

山形市一つだけで25万人を超えているわけ

ですからね。これはやはりそう目指すべき

だと思います。しかも、それは最大の行政

改革ですよね。３役は８分の１になる。３

役、４役とね。議員の皆さんも、今置賜で

160名ですからね。４分の１、５分の１に近

くなってくる。あるいは職員の皆さんも、

ダブるところがあるわけですから、総務・

企画・財政、会計初めね。こういったこと

は、何も今いる皆さんが、いわゆる生首を

切らなくても、そのまま勤めていただいて

も、やはり大量の団塊の世代の皆さんが、

これから退職されるわけで、その何分の１

かずつ計画的に採用していけば、スリムに

ぐっとなれると。３分の１ぐらいになれる

と。これがやはり最大の、私は行政改革だ

と思います。 

  そこで、その前の段階というふうにした

ら、確かに一つは西置賜という、小関議員

の発言がありますが、私はやはり、議会の

皆さんは頑張っていらっしゃると思います

が、白鷹の町長さんは、依然として「30年

自立だ」と言われるわけですから、もう話

の入りようがないんだな、はっきり言って

私にとっては。何度もこれは。むしろ、や

はり置賜は一つに近づくような、その前段

階に一度破談になりましたけれども、米

沢・川西・長井・飯豊、これだと23万8,000

人のうち、15万3,000人ぐらい。64％ですよ。

大半ですよ。しかも、米沢さえ踏み切って

くだされば、川西はついてきていただける

ものだと私は思います。長井と飯豊は合併

をやろうということですから、私は、知事

さんにもこの間の市長会でも、あるいは新

年のごあいさつでも申し上げました。「米

沢さんをアンケートじゃなくて、リーダー

シップをとっていただけるように、やはり

米沢さんを口説くのは知事さんしかいない

から、知事さん頑張ってくれ」と、肩をた

たいてきましたけどね、何度もね。知事も

「頑張る」と、こういう話ですから、むし

ろそちらの方が置賜は一つになれる前段階

としては、私はいいのではないかというの

が本音であります。ただ、どうしてもとい

うことであって、もし先行なさるのなら、

それは３万1,000人の長井と、白鷹が１万

7,000人、これが飯豊が9,000人ちょっとあ

りましたけれども、五万五、六千になるわ

けですから、当面。それは選択肢の一つだ

とは、私は思いますが、できればやはり置

賜は一つということを目指すのなら、その

前段階というなら、一度やはり相談もした

仲ですから、米沢・川西・長井・飯豊の方

を優先していきたいというのが、私の本心

というか本音でございます。 

  ４番目に、ダムの懇談会と。私は、やは

りこれは工事事務所が設置されて以来、ず

っと長井を応援していただいて、まさにダ

ムの皆さんに、本当に経済的にも波及をし
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ていただいて、長井市は大変幸せであった

と思っております。16年度までに、もう960

億円。ご指摘のとおり1000億円弱ですね。

16年度も山形新聞さんの記事にもありまし

たけれども、約10億円が単年度だけでも長

井市に還元し、経済効果を上げているとい

う、これはほかのところが調査されたあれ

ですし、ちょっといろいろな異論があるん

ですよ。パチンコがちょっと多過ぎて、飲

む量が少ないんじゃないとかですね。これ

は、企画調整課長から少し数字を言ってい

ただきますが。 

＋

  しかし、こういった経済波及をしっかり

これからも考えていくということは必要で

ありますので、さらにもう１回経済波及の

問題を詰めていくということでありますか

ら、私はそのメンバーの一人として率直に

感想を申し上げ、そして感謝も申し上げて

いきたいと思います。 

  急激に冷え込まないかというご心配ね。

これはある委員からも出ましたけれども、

そうならないようにしなけりゃいけないん

ですね。そうならないようにするためには

何をするかと。私は、今、そうならないよ

うにするという意味で三つを地域再生計画

で水洗化を65％から86％に上げると。これ

は市内の工事業者の皆さん、この５年間で

すね、ほとんど受注できる仕事であり、し

かもきれいな水を排出することになって、

環境をよくすることになって、しかもやは

り、当たり前でありますからね、これから

は環境のためにも。こういう地域再生計画、

それから都市再生計画にも応募をしており

まして、まちなかを均等で、今までやはり

自前でやらなきゃいけなかった生活道路で

あるとか、中小河川であるとか、まちなみ

であるとか、そういうものにもやはり40％

補助金が出る。後で交付税10％というのも

ありますから、こういうのにも積極的に手

を挙げている。今、積極的に手を挙げてい

るところが厳しいんですね、今の時点では。

したがって、通りやすいんですよ、逆に。

ということは、やはり将来を見据えて、手

を挙げていきたいと。 

  もう一つはフットパスね。川辺を、水辺

の散歩ですが、これはやはりまちなかにも

長井市はすばらしい水辺があるわけだし、

「長崎ぶらぶら物語」じゃありませんけれ

ども、やはり歩く観光、そして歩いていた

だいて、そのまちを味わっていただいて、

そしてそのまちの食べている物を食べてい

きたい。そのまち全体を観光していただく

ということが、絶対に通過観光にならない

ように必要だと思いますから、こういった

事業に手を挙げていきたい。そして、しか

し、この標準財政規模の、私は財政課長と

も意見が一致するわけですが、その10％ぐ

らいで余り、また投資をし過ぎると、これ

は財政がまた苦しくなってきますから、こ

こはやはりバランスをとって、毎年７億円

前後、優先順位をつけながら、これはここ

まできますと、少しおくれてもできること

はできるんですよ。だから、優先順位は各

地区ごとの地区長さんや委員の皆さんにも

入っていただいて、優先順位を決めながら、

一つずつやっていけば、これはやはり急激

に落ち込まないための大きな一つの仕事な

のかなというふうに、私は思っているとこ

ろであります。詳細につきましては、各課

長から申し上げます。 

○大沼 久議長 松本 弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 お答えいたします。 

  昨年の11月にお示しをいたしました長井

市財政の中期展望における平成18年度から

平成22年度までの試算につきましては、ご

案内のとおり、展望にも記載しております
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が、17年度の11月時点における今後の財政

見通しなどを踏まえ、さらには一定の前提

条件を設定した上で、歳入歳出について試

算ものでございます。特に歳出につきまし

ては、各課の要求をベースに推計しており

ます。 

＋ ＋

  その結果、先ほどお話もありましたが、

平成19年度の６億2,000万円を最高に、22年

度の２億3,500万円まで財源が不足する見込

みとなったところでございます。 

  この財源不足への対応につきましては、

当市の場合、財政調整基金とか減債基金と

いった年度間を調整する財源が、現在極め

て少なくなっている状況にございます。し

たがいまして、当面はこういうものでの補

てんが困難な状況だと言わざるを得ません。

したがいまして、自立計画にも掲げており

ますように、まず第１段階としては、長井

市行財政改革推進計画の2006年集中改革プ

ランということで、今回お示ししておりま

すけれども、これに基づく行財政改革を推

進しながら、歳出の削減であるとか、歳入

の確保を徹底していかなければならないと

いうふうに考えているところでございます。 

  また、毎年度の当初予算編成におきまし

ては、かぎである財源を適正、効率的に配

分しながらも、必ず収支を合わせなければ

ならないわけでございますから、実施計画

に予定されている事務事業であっても、緊

急性、優先度などの観点から、やむを得ず

休止、廃止などを検討しなければならなく

なる場合も生じるものというふうに思って

いるところでございます。 

  地方財政計画におきまして、国が地方の

歳出削減を実施すると言っている以上、当

面、長井市の財政事情が急激に改善すると

いうことは困難なわけでありますから、議

員ご指摘のように、「入りを図り出ずるを

制す」ということになるわけですけれども、

このような財政運営をしていかなければな

らないというふうに考えているところでご

ざいます。 

  以上です。 

○大沼 久議長 松木幸嗣企画調整課長。 

○松木幸嗣企画調整課長 おはようございま

す。小関勝助議員の質問にお答えしたいと

思います。 

  長井ダムの経済的な影響というようなこ

とでございまして、私の方には、このたび

設置されました懇談会の開催の具体的目的

というようなことであります。昭和59年度

に本市に長井ダム工事事務所が設置されて

以来、ご案内のように平成16年度まで、約

960億円の投資がされてきました。この投資

によって、施工地であります本市に建設工

事を初め、資材であったり、新たな雇用で

あったりという部分に、どのくらい経済効

果があったかを調べるため、長井ダム工事

事務所が今年度事業として、平成16年度を

対象にして調査を行いました。この調査は、

これまで何となく感覚的に経済効果はある

ということはるる言われてきたわけなんで

すが、実際に純粋にその資金の流れという

ものがどうなのかというようなことをつか

もうじゃないかというのが、調査の目的で

あります。国土交通省といたしましては、

これまでも大きなプロジェクトを全国でや

ってきたわけなんですけれども、そのスト

ックの経済効果。例えば道路について幾ら

幾らとか、川について幾ら幾らというよう

なことは実施してきたとお聞きしています

が、今回の資金の流れ、いわゆるフローの

中での経済の影響というのは初めてという

ふうにお聞きいたしました。 

  なお、この取りまとめについては、議員

ご指摘のように懇談会を設けまして、情報
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交換というふうなことを行っておるという

ふうなところであります。 

＋

  続きまして、調査方法であります。調査

方法につきましては、長井ダム工事事務所

が平成16年度の契約で、建設及び関連業務

というようなことで、企業に調査協力を得

られた約84億円の資金の流れについて調査

したというようなことでございます。 

  大きく分けて二つあるのかなと思ってい

るんですが、一つ目には、企業の業務活動

による資金の流れの調査であります。具体

的にその対象といたしましては、長井ダム

本体工事、第１及び第２特定共同企業体、

いわゆるＪＶさんですね。あと、ＪＶさん

と契約する企業さん、さらにコンサルタン

ト、さらに一般企業の方の協力を得て、ア

ンケート調査を行ったという形になってい

ます。 

  また、もう一つとしましては、ダム事業

関係の個人消費についての資金の流れであ

ります。これまた長井ダムの建設、第１、

第２のＪＶのご協力、それにご協力いただ

きまして、ＪＶの職員でありますね。あと、

協力会社の作業員を対象にして、個人消費

のアンケート、聞き取りを行ったというよ

うなことであります。 

  実際に懇談会でご報告いただいている数

字について、若干ご紹介させていただきま

すと、ご質問にありました市内企業への資

金の流れであります。今回の報告、中間の

部分がありますが、それを見ますと、まず

一つ、企業による資金のフローであります。

これについては、本市の企業への工事なり

設計関係、10件の契約で10億2,400万円の発

注であります。全体で言えば、12％という

ようなことであります。 

  また、雇用の面でありますが、年間で２

万1,403名の雇用ということで、全体でも

22％ほどになっておるというようなことで

あります。 

  また、長井市民への賃金という形で支払

われている金額は、４億7,300万円というふ

うになっております。 

  このほか、人件費以外で資材関係であり

ますが、資材、建設材、燃料費関係の総計

としましては４億6,420万円、交通費総計と

しまして4,470万円、宿泊費2,100万円等々

の数字が出されておりまして、極めて経済

効果があったというふうに思われます。 

  また、個人消費であります。先ほど市長

の方からもご紹介がありましたのですが、

職員の方のご協力をいただいて、例えば娯

楽関係ですね。よくパチンコが主であると

いうふうなご報告をいただいているんです

が、それについては4,800万円、また外に行

って飲むお酒に支払われている資金といい

ますか、それについては400万円。あと、食

料費関係は3,700万円。あと新聞紙上に出て

いますが、理容店で200万円というような数

字が出て、年間で約１億8,000万円と推計さ

れています。 

  さらに、職員の方、コンビニエンススト

ア等々で購入なされているということで、

それが2,000万円というような形が出ており

ます。るる報告書については、今、進めて

いるわけなんですが、私の方といたしまし

ても、今回の全体報告を見させていただい

て、長井ダムそのものの建設工事にかかわ

る市内の契約額、これは今回表示になって

います。時期的にすっきり合うことではな

いんですが、うちの方の統計の業務の数字、

市内の建設業の総生産というのがございま

す。その辺とちょっと比べさせていただき

ますと、やはり11年から14年の間でありま

すが、やはりダム、最大で20％弱ほど影響

を及ぼしているようですし、ダムの方の契
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約金額とほぼ比例した形で市内の建設業の

生産額というのも動きが見られるなという

ふうなこともありまして、今回のダム事務

所の懇談会の資料とともに、また当方で持

っている統計数値から見ても、やはり影響

度があるなというふうに思っております。 

＋ ＋

  今回の懇談会でありますが、２回目も次

に予定されています。今月10日に最終とい

うことで、これまでのデータに補強するよ

うな形で、最終的にはまとめるというよう

なことであります。そういった資料等がい

ずれ出てくるということでございますので、

議員の皆様にもお配りするようにいたした

いと思っています。 

  以上でございます。 

○大沼 久議長 13番、小関勝助議員。 

○１３番 小関勝助議員 それぞれ丁寧なご

答弁いただきました。ありがとうございま

した。 

  最初に、二、三点市長に再度お願いした

いんですが、財政指数です、市長がおっし

ゃられたとおりです。大変、18年度は改善

が見られます。ただ、中期展望で、今、松

本財政課長から言われましたように、19年

度からかなり厳しくなります。その辺も踏

まえて、私、討論させていただきました。

ぜひ、ただ、市長も何かこれで卒業される

と言っておられるわけですけれども、やは

りまだまだ任期いっぱい、ひとつこの辺は

最終年ということもありますので。 

  また、市長は、ある意味でまだ大きな志

もあるようですけれども、ひとつ最後まで

気を緩めないように取り組んでいただきた

いと、こう要望いたします。 

  大体、一つ、そういう意味で機動力のあ

る、持続可能な市役所、私も賛成です。い

わゆる小さな市役所を目指すと書いていま

す。あと、これは市長の考えも含めてお聞

きしたいんですが、新しい公共空間づくり

と言われています。こういうことは、具体

的にどのような公共空間を目指すのか、そ

の辺、市長のお考えがあったら具体的にお

示しいただきたいなと思います。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 これは私の言葉で言うと、

民間の皆さんと官の、民・官、あるいは市

民が一体となって協働のまちづくりと、協

働のふるさとづくりと、こういうふうな意

味であります。従来は税金をいただいてお

りますから、要望されたことを官がやると。

だんだんだんだんこの官に要望していけば

何とかなるものじゃないかというのが、高

度成長以来の考え方だったと思うんですね。

でも、もうやはり人口減少社会、少子高齢

化に入って、しかもある程度レベルが高く

なってきたわけですから、あればいいとい

うよりは、どういうものが欲しいのかとい

うことを、やはり民間の皆さんと我々がし

っかりと議論をして、ご一緒に、しかも民

間でできることは、できるだけ民間でやっ

ていただくというのが、私は新しい公共空

間づくり、いわゆる協働のまちづくりの本

旨だというふうに思っているところです。 

○大沼 久議長 13番、小関勝助議員。 

○１３番 小関勝助議員 ありがとうござい

ました。少し見えてきたような気がします。 

  合併問題です。これは新法が出ました。

市長ご案内のように、新法というのはかな

り今までの合併特例法と違って、知事の指

導力といいますか、監督権といいますか、

そういうものが出てきました。これはいい

ことか悪いことかわかりません。わかりま

せんが、これが事実なわけです。 

  今、市長の本音などもお聞かせいただき

ました。やはり米沢も入れた川西・長井、

これが私の本音だと。やはり、これ首長も
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変わっていまして、なかなか安部三十郎市

長は、そういう方向にないのかなと思うん

です。 

  ただ、置賜のリーダーシップは米沢です

から、西置賜のリーダーシップは長井、こ

れが一つになれば当然大きな力になるとい

うことは、市長もおっしゃるとおりです。 

  それはそれとして、私がお願いしたいの

は、やはり西置賜です。私がこだわるのは

西置賜です。やはり、失礼なんですが、市

長の今任期中に何とか具体的な、橋本町長

も、今、なかなか厳しいようです。まちづ

くりも厳しいようです。議会でも議論され

ております。議会では熱心に合併推進の声

が大きくなっています。町民もそうです。

飯豊町はごらんのとおりです。町長も議会

も町民もそうです。ですから、ここはリー

ダーシップをして、第１段階として踏み込

んだ、そういう目黒市長、リーダーシップ

をとられてお願いできないものかなと、再

度その辺の考え方をお示しをお願いしたい

と思います。 

＋

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 小関議員ご指摘のように、

今度の合併新法の一番のあれは、県が前面

に出てきて、知事がやはり相当助言をし、

構想をし、まとめるという役割を担われる

ことだと思うんですね。これは、７年前に

3,232市町村あったのが、この４月１日から

はもう1,820市町村になるわけです。ですか

ら、もうかなり進んだわけですよ。市は671

から777に100ふえますが、町村は2,500から、

もう1,000ぐらいに減っているということで、

特に東日本の方が非常に進まないと。一番

進んだところなんていうのは、率から言え

ば広島なんか86あったのが22ですよね。最

低５万人以上の小、中区分して22のブロッ

クになったわけです。もう県もぐっと楽に

なってくる、あるいは役割見直し分担もで

きつつあると、こういう時代になってきた

ときに、やはり知事さんがいろいろ考えら

れて、置賜は一つということで、一つのた

たき台を出されたわけですね、これは。も

ちろん皆さんの意見を聞いてですが。です

から、まずそこで私が申し上げたのは、三

市五町でもう一遍知事を交えて本音をぶつ

けようじゃないかと。アンケート等もあり

ますが、とにかくやろうというのは、長井

と飯豊はやろうと言っているわけだし、そ

れから、当面自立だというのもいますが、

将来は必要だというのが半数いるわけです

よ。はっきり言って、八つのうち。ですか

ら、将来必要ならば、できるだけ早く着手

すべきではないかと。将来が必要だとする

ならば、将来に先送りにしないで着手すべ

きではないかと。そのリーダーシップは、

米沢さんが確かに置賜のリーダーではある

けれども、私は南陽と長井もそれなりにち

ょっと先輩だし、意見もリーダーシップは

二人でいろんなところでやっているわけで

すが、長井もそれなりのリーダーシップを

発揮する、そして知事さんを入れて、一遍

その三市五町でやってみようじゃないかと。

そして、どうしてもこの合併新法下でやら

ないと、それからやるというのが出てきた

ら、そこから次に進めばいいのではないか

と。 

  私は、安部さんは２月26日に聞いた段階

では、「市民の皆さんのアンケートで半々

だから、今のところやらないんだ」と、こ

ういうお話をされて、そのとき別の件かな、

県会議員の皆さんが、「違うんじゃない

か」と。「マニフェストじゃないか」と、

今。やはり「公約して、何年間にこれをや

るというふうに、あなたも言ってきたはず

だし、市民のせいにしちゃだめだよ」とい
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うような意見も出ているわけで、私はまだ

どちらにも踏み切っていないのが本音では

ないかと思うんですね。ですから、その辺

のところは、むしろそのまま踏み切れば、

私は川西さんも一緒になれるという意味で、

一遍やった仲でもあるし、そちらの方が置

賜は一つに近いのではないかと。知事さん、

ひとつ米沢を何とか一緒に口説こうよと。

こういう話を今している段階で、第１回目

も何とか自分がリーダーシップをとってや

りたいと、この間の市長会でも申されてお

りましたから、そこから始まるのではない

かと思っているところであります。もちろ

ん西置賜も、さっき言いましたように、今

の当面で五万五、六千人になりますから、

選択肢の一つではありますよ。ありますが、

やはり首長さんがＮＯと言ったら、これは

全然進まないんですよ。特に、私は首長さ

ん同士ですから、議会の方は皆さんにぜひ

連携をとっていただきたいわけですが、そ

ういった意味で、それよりはちょっと可能

性が低いかなというのが本音のところであ

ります。 

○大沼 久議長 13番、小関勝助議員。 

○１３番 小関勝助議員 この合併論議、ま

だまだしたいわけですけど、時間もなくな

ってきましたので、またこれについては別

な機会で議論をしたいなと思っています。

いずれ市長が言うように、合併は行財政改

革の最大なことなわけですから、当然長井

も自立計画が進むわけですけれども、自立

計画を進めながら合併も進めるということ

で、ひとつお願いしたいなと、こう思いま

す。 

  あと、ちょっと戻りますけれども、自立

計画の中で、今回実施計画書が出されまし

た。ずっと私もこの中身を見させていただ

きました。大変、それぞれ各課ごとに工夫

されたことが述べられておりますが、ちょ

っと気になったことがあります。特に農業

問題です。農業問題、今までの農政ですか、

これは農水省が認めています。今までの農

政改革は失敗したんだと。やはり19年度か

らは、その失敗を糧にしながら前に進むと。

いわゆる経営所得安定対策事業ですか。こ

れは大綱が示されています。当然長井市も

そういうことで進むわけですが、これが農

林課所管なわけです。農林課でも安全・安

心ですか、おいしい農産物づくりと地域営

農の確立により、農業のまちづくりを目指

すということで、これは計画が出ているん

ですが、今、大綱は集落営農と地域と一つ

で、これで両輪です。これで進んでいます。

これは18年度、市長のご配慮もありまして、

資源の方ですか、これのモデル事業を採択

していただいておりますが、これは本当に

感謝申し上げます。 

  ただ、今後について、ちょっと余り長井

市は前向きでないというような声も聞きま

したので、そういうことでないとなれば、

市長からそうでないというようなことを答

弁いただくと。 

  もう一つは、福祉関係です。福祉事務所

でも、「生き生きと暮らすことができる福

祉と健康のまちづくり」というようなこと

で出されています。この中で、私も、厚生

常任委員会に今、所属していますが、児童

センターの使用料ですか。あと、学童保育

です。これについて、ちょっと今回、私た

ちの協議会でいろいろ議論させていただき

ましたが、ちょっとやり方として乱暴な面

もあります。これは、今後、やはり慎重に、

特に子育て支援というような傾向で、今、

国を挙げてやっているわけですから、それ

に逆行のしないようなやり方で、丁寧に取

り組んでいただきたいなと、そのように市
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長に要望をしますので、市長の考え方、こ

れ二つありましたらお願いします。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 モデル事業については、私

はいいと言ったんですよ。ただ、そのモデ

ル事業は、ちゃんと4,400円のうち、半分国

が持つんです。現金で出すんですよね。県

も出すと。市も出すと。だから、ちゃんと

4,400円行くと、こうなるわけです。ところ

が、「19年度以降は、特別地方交付税に組

み込む」と国が言い始めた。県もどうも

「総合交付金の方に」とかなんて言い始め

た。総額、両方とも下がっているんですよ。

そうすると、全部市町村の持ち出しになら

ないかというのが、市長会でもけんけんが

くがくやったんですよ。特に南陽市が手を

挙げて。こんなことをやって、年間4,000万

円も5,000万円もかかっちゃうぞと。道路の

維持補修だって、かなり厳しいんだけれど

も、農村環境、今までは農家の皆さんや地

域の皆さんに草刈りなんかをしてもらって

いたのを、それはだんだんだんだん人がい

なくなるからやらなきゃならないというこ

とはわかるけれども、一番使うのは道路と

か、河川とか、そういうところの一番の公

共の維持補修を削って、そっちに3,000万、

4,000万円出さなきゃならないなんていった

ら、現実そうなりますよ、19年以降の話で

は。だから、それは18年のモデル事業のよ

うに、現金でやらせてくれと、国に。それ

から、県も次いで。そうすれば、我々もち

ゃんと農家の皆さん、あるいはその集落の

皆さんに現金でお支払いできますよと。ど

うも、１年目だけはいいんですが、２年目

以降は、交付金だろうが特交だという話に

なってくると、最終的に全部しわ寄せがこ

っちに来る。こっちはやはり、維持補修と

かいっぱいやらなきゃならないことがある

と。これは市長会なんかの、各市長の本音

です。そういう要望をしておるということ

が消極的と言われるなら、そういうことか

もしれませんが、やはりそれはモデル事業

でやったとおりやってくれという要望の意

味でありまして、ご理解をいただきたいと

思います。 

  学童保育については、やはり私は、文部

科学省の今度の局長通達もありましたけれ

ども、学校の施設、どんどんどんどん空い

てくるわけだから、そこを使いなさいとい

うような通達というか、局長見解が出まし

たよ。やはりそういったことも考えていっ

て、施設の方に金がかからなくなれば、そ

れから利用料等も下げることもできるわけ

だし、将来は学童保育というのは学校でや

るべきだというふうに、僕は特区をとって

でもやろうかと思ったぐらいですが、もう

そこまで国も進んできましたからね。そう

いった方向で余りご負担のかからないよう

にしていきたいと。当面は、持てる人には

少し負担してもらって、応分の負担という

ふうに考えたんですが、議会の皆さんのご

意見もしっかりとお聞きしながら進めてい

きたいと思います。 

＋

○大沼 久議長 13番、小関勝助議員。 

○１３番 小関勝助議員 最後の質問をいた

します。 

  今の問題についてはひとつ、いろいろや

はり問題もあると思うんで、そこはちょっ

と整理して、それで農業も、今大変な高齢

化が進んでいまして、新たな農政に、今進

んでいます。ひとつよろしくお願いしたい

と思います。 

  ダムの経済効果です。今まで現時点で960

億円です。1,000億円近い大きな予算が入っ

ていまして、今回、それが実証されたとい

うことだと思うんです。ただ、この公開調
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査は平成16年度に限っております。いわゆ

るトータル的には出ていますが、やはり今

後、市長もおっしゃったように、冷え込む

心配もあると。ただ、それはそれで、今後、

地域再生特区ですか、そういう観点から、

そうならないようにしていくということで

ありまして、また、この10日にも２回目の

懇談会があるということですから、ぜひそ

の辺で今後、やはり16年度だけだったわけ

ですけれども、今までのトータル的なもの

もこのぐらい長井市にあったんだよという

ようなＰＲも必要だと思うんです。場合に

よっては、市報などにも掲載して、ダムの

恩恵、お金もですが、メンタル的なものも

あると思うんです。教育面とかさまざまな

面で。ですから、その辺もひとつ、これか

らの懇談会で話していただきたいなと。市

長からその辺も、今、谷田所長も一生懸命

です。商工会議所も入っていると聞いてい

ます。そういうことで、そういう面からひ

とつ、幅広くお願いしたいものだなと思い

ますので、その辺についての考え方をお願

いして、質問を終わります。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 この広報については、ぜひ

ダムの谷田所長初め皆さんと、ダムの会報

も出しておりますから、そちらの方から始

まっていくのかなというふうに思っており

ますが、その辺も打ち合わせさせていただ

きたいと思います。16年度の予算で、経済

効果で、約10億円と。雇用ではこれぐらい、

あれではこれぐらいいろいろあったわけで

すね、その中身については。そのあれにつ

いては、でも一挙に消えるわけじゃなくて、

ダム環境整備は、今度は水源地ビジョンと

いうことにして、徐々にやはりそれも毎年

少しずつ整備をしていくんだとなっていき

ますから、これはこれでちゃんと力を入れ

ていきながら、その10億円のうちの２億円、

３億円は水源地ビジョンの方で、７億円は

やはりこの地域の新しい仕事の方でやって

いくとか、そういう方向をしっかり出して

いかないといかんのではないかと。そうす

るとことが急激に落ち込まない一つの方向

なのではないかと思っているところであり

ますので、ご支援をお願いしたいと思いま

す。 

 

 

  島田友市議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 次に、順位２番、議席番号

19番、島田友市議員。 

   （19番島田友市議員登壇）（拍手） 

○１９番 島田友市議員 おはようございま

す。 

  ただいま、活発に小関議員が質問されま

した。ほとんど重複するような点がござい

ますが、よろしくご答弁の方、お願い申し

上げます。 

  ことしの冬は、大分長く感じましたけれ

ども、弥生３月、啓蟄を迎え、虫たちとと

もに躍動しながら、雪解けの感触と合わせ、

桜の開花に期待を寄せているところでござ

います。 

  気象庁は、ことしの大雪を「平成18年豪

雪」と命名しました。大雪に名前がついた

のは、「昭和38年１月豪雪」通称三八豪雪

以来43年ぶりと過般の新聞に載っていまし

たが、まさしく昨年12月初めからの累計降

雪量は７メートルにも達する記録でありま

した。この豪雪で亡くなりになられた方、

またけがをされた方、建造物の破損をお受

けになられた方々、それらの方々に心より

お見舞いを申し上げる次第であります。 
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